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直前3事業年度の財産及び損益の状況

第26期
（2023年３月期）

第27期
（2024年３月期）

第28期
（2025年３月期）

第29期
（当連結会計年度）
（2026年３月期）

売上高 (千円) 5,180,063 6,001,634 6,665,147 7,063,091

親会社株主に帰属する当期
純利益 (千円) 867,799 1,005,719 1,408,637 1,739,100

１株当たり当期純利益 52円08銭 64円87銭 90円40銭 111円18銭

総資産 (千円) 14,828,392 15,825,658 15,970,795 16,651,892
純資産 (千円) 9,707,792 11,257,990 12,307,618 14,016,378

第26期
（2023年３月期）

第27期
（2024年３月期）

第28期
（2025年３月期）

第29期
（当事業年度）

（2026年３月期）

売上高 (千円) 5,043,084 5,877,663 6,538,949 6,935,897

当期純利益 (千円) 845,718 1,002,914 1,403,747 1,868,405

１株当たり当期純利益 50円75銭 64円69銭 90円09銭 119円45銭

総資産 (千円) 14,779,834 15,773,353 15,924,281 16,766,470
純資産 (千円) 9,704,920 11,258,232 12,309,103 14,168,726

直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

② 当社の財産及び損益の状況

－ 1 －
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主要な事業内容、主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先及び借入額、その他企業集団の現況に関する重要な事項、新株予約権等の状況

主要な事業内容 （2026年３月31日現在）

　①サービス事業
企業及び企業内のユーザーや一般消費者へAI音声認識アミボイスをサービス利用の形で提供する事業

　②プロダクト事業
AI音声認識アミボイスを組み込んだアプリケーション商品をライセンス販売する事業

　③ソリューション事業
AI音声認識アミボイスを組み込んだ音声認識ソリューションの企画・設計・開発を行う事業

　上記３の事業を中核にこれらの事業を駆動するAI音声認識アミボイスにAI技術を加え合わせた音声AIアプリサービ
スや音声AIアシスタントとそれらの利活用スキルの提供などにより、企業及び企業内のユーザーや一般消費者の仕事
における新たな日常を創る活動を行います。例えば、喋ることで、フリック入力、キーボード操作、マウス操作など
を音声AIアシスタントに代替させることが可能となり、作業時間の短縮などの仕事の効率化ばかりでなく、仕事をア
シストしてくれる相棒の存在による快適化をも可能とします。これらにより仕事に声を使うことがアタリマエとなり
新たな日常を創ることができるようになります。

主要な事業所 （2026年３月31日現在）

本社 東京都豊島区

大阪支社 大阪府大阪市西区

AMIVOICE THAI CO., LTD. 本社：Bangkok, Thailand

株式会社速記センターつくば 本社：茨城県取手市

株式会社アミサポ 本社：東京都豊島区

① 当社

② 子会社

－ 2 －
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主要な事業内容、主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先及び借入額、その他企業集団の現況に関する重要な事項、新株予約権等の状況

使用人の状況 （2026年３月31日現在）

使用人数 前連結会計年度末比増減
286（39）名 21（３）名増（名増）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
253（31）名 14（２）名増（名増） 37.5歳 7.49年

① 企業集団の使用人の状況

(注)１. 使用人数は就業員数であり、アルバイト等は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２. 当社グループは音声事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。

② 当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数であり、アルバイト等は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

主要な借入先及び借入額 （2026年３月31日現在）

借入先 借入額
株式会社三菱UFJ銀行 575百万円

① 当社

② 子会社
　該当事項はありません。

その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2026年３月31日現在）

　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要事項
　該当事項はありません。

－ 3 －
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会社役員に関する事項

会社役員に関する事項

責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役全員は、会社法第427条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間で、当社取締役を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責
任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務執行に関して責任を負うこと又は当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害賠償及び争訟費用等を当該保険により保険会社が補
填するものであり、１年毎に契約更新をしております。
　なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の免責事項としてお
り、また補填する額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにす
るための措置を講じております。

社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社の関係
　取締役（監査等委員）岸田至康氏は、株式会社親和セブンの代表取締役を兼職しておりますが、同社と当社
との間には特別な関係はありません。
　取締役（監査等委員）松室哲生氏は、株式会社オルムスタンの代表取締役を兼職しておりますが、同社と当
社との間には特別な関係はありません。
　取締役（監査等委員）佐藤香代氏は、法律事務所たいとうの代表弁護士、株式会社ノエビアホールディング
スの社外監査役、株式会社アイ・エス・ビーの社外取締役（監査等委員）、株式会社クリンクスの社外監査役
を兼職しておりますが、重要な各兼職先と当社との間には特別な関係はありません。
　取締役（監査等委員）張﨑悦子氏は、弁護士法人直法律事務所の弁護士を兼職しておりますが、同法人と当
社との間には特別な関係はありません。
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会社役員に関する事項

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役（監査等委員）
岸　田　至　康

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席し、取締役会において、業務執行を
行う経営陣から独立した客観的視点で、これまでの経験を活かした経営に関する発言及び
助言を行い、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。
また、監査等委員会14回のうち14回に出席し、監査等委員会において、監査活動報告及
び各監査等委員の知見を交えた監査等委員会の職務執行に関する意見交換及び重要事項に
ついての協議を行っております。

取締役（監査等委員）
松　室　哲　生

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席し、取締役会において、業務執行を
行う経営陣から独立した客観的視点で、これまでの経験を活かした経営に関する発言及び
助言を行い、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。
また、監査等委員会14回のうち14回に出席し、監査等委員会において、監査結果につい
ての意見交換等、適宜必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
佐　藤　香　代

当事業年度に開催された取締役会17回のうち15回に出席し、取締役会において、弁護士
としての専門的見地から、取締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行
っております。
また、監査等委員会14回のうち12回に出席し、当社のコンプライアンス体制や内部監査
等について適宜、必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
張　﨑　悦　子

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席し、取締役会において、弁護士とし
ての専門的見地から、取締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行って
おります。
また、監査等委員会14回のうち14回に出席し、監査等委員会において、当社のコンプラ
イアンス体制や内部監査等について適宜、必要な発言を行っております。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

報酬額（千円）

会計監査人としての報酬等の額 36,360
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 36,360

会計監査人の状況
① 名称　　　監査法人アヴァンティア
② 報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分してお
らず、実質的にも区分できませんので、会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 上記報酬等について、監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であ
るかどうかについて必要な検証を行い、取締役その他社内関係部署の意見も聴取した上で、相当と判断し、同意をしております。

3. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社であるAMIVOICE THAI CO., LTD.については、当社の会計監査人以外の、外国において公認会
計士又は監査法人に相当する資格を有する者の監査を受けております。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に
提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第340条
第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた
します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

－ 6 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保する
ために必要な体制の整備についての概要は以下のとおりであります。
① 当社および当社子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制

　当社グループは、コンプライアンス規程を定め、単なる法令順守にとどまらず、法令の趣旨および精神を尊重す
ることを経営の基本方針とし実践する。
　取締役は、コンプライアンス担当役員を中心に当社および関係会社に対し、高い企業倫理と厳格な法令順守の浸
透に努める。
　コンプライアンス担当部署は、コンプライアンス担当役員のもとでコンプライアンス体制の整備を行うととも
に、正しい知識を付与するために、適宜、コンプライアンス教育研修を当社子会社も含めた全役職員に実施し周知
徹底を図る。
　コンプライアンス経営の強化に資することを目的として制定した内部通報に関する内部規程により、当社グルー
プの組織的または個人的な法令違反行為等を適切に処理する体制構築と周知を図る。
② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
　文書取扱規程に基づき、適切に保存ならびに管理を行う。また、必要に応じて外部保管機関の利用なども視野に
入れ、より安全かつ効率的な保存方法と保存期間を設定する。
③ 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループのリスク管理については、リスク管理規程において定める。取締役社長が委員長を務めるリスク管
理委員会が、リスク管理に関する重要事項を審議し方針を決定する。
　リスクその他の重要情報の適時開示を果たすため、取締役会は直ちに報告すべき重要情報の基準および開示基準
を審議する。
　リスク管理担当役員ならびにリスク管理担当部署を配置する。
　重要な非通例の取引、重要な会計上の見積り、利益相反取引、子会社および関係会社との重要な取引等、当社に
影響を及ぼす可能性のある事項については取締役会の決議を要する。
　代表取締役、コンプライアンスおよびリスク管理担当役員は、当社グループのコンプライアンスおよびリスク管
理への取り組みや進捗状況等、適宜、取締役会に報告を行う。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

④ 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、定例の取締役会を原則毎月１回開催するほか、適宜、臨時に開催し、法令、定款および社内規程に基づ
き重要事項の決定ならびに業務執行状況の管理および監査等を行う。
　各取締役は役員規程および業務分掌規程等に基づき業務を執行し、随時、必要な決定を行う。また、当社グルー
プの業務執行の効率性を高めるため、必要に応じて権限体系および決裁方法を見直し、当社子会社に当社の職務執
行体制に準拠した体制を構築させる。
⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は子会社ごとに管理担当責任者を選任し、管理担当責任者は、関係会社管理規程に基づき、適宜、当社への
決裁および報告を行う。また、当社グループは、定期的に当社グループ間の個別の会議や報告会を開催し、当社へ
の報告を行う。さらに、当社は、当社の各担当部署および当社子会社が内部統制システムを整備するよう指導し、
法令違反その他内部統制にかかわる重要事項を発見した場合は、直ちに当社の取締役および監査等委員会に報告す
る。
⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項ならびに当該使用人の取締役（監査等委員を
除く。）からの独立性に関する事項

　監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合には、当該使用人を配置するものとし、配置
に当たっての具体的な内容（任命、異動、人事考課、賞罰等）については、監査等委員会の意見を尊重したうえで
行うものとする。また、当該使用人については、取締役（監査等委員を除く。）からの独立性を充分に確保する。
当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関し、内部規程に沿って監査等委員会の指揮命令に従うよう周
知徹底を行うものとする。
⑦ 当社および当社子会社の取締役および使用人等が監査等委員会に報告するための体制、報告をした
ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制、その他の監査等委員会への
報告に関する体制

　取締役（監査等委員を除く。）は、監査等委員が出席する取締役会等の会議において業務執行状況の報告を行
う。当社グループの役職員は、当社または当社子会社に著しい損害を及ぼし、または発生する恐れがあるときおよ
び職務遂行に関する法令違反または不正な行為を発見したときは、直ちに監査等委員会に報告することとする。ま
た、監査等委員会に報告を行った者について、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止
し、不利益な取り扱いを受けないよう、内部通報に関する内部規程に基づき通報者等の保護を図ることとし、その
旨を当社グループに周知徹底する。
　監査等委員会は、必要に応じて当社グループの役職員に対し業務執行に関する事項について報告を求めることが
でき、当社グループの役職員は、監査等委員会から報告を求められたときは速やかに適切な報告を行う。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項、その他監
査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会の監査計画に基づき、監査が効率的かつ実効的に行えるよう、各部署の協力体制と内部監査部門と
の連携体制を構築する。
　監査等委員会は、監査の実施のために必要なときは、自らの判断により外部の専門家を活用することができる。
　監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において協議の上、
当該請求に係る費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当
該費用または債務を処理する。
　監査にかかる諸費用については、監査の実効性を担保すべく予算措置を行う。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
　当社は上記体制および基本方針を社内に周知させるとともに、同体制および基本方針に基づき、当社および子
会社の内部統制システムに関連する社内規程を整備し、運用しております。
　コンプライアンスについては、役職員に対し全社ミーティング、eラーニングや個別の研修を通じ、啓蒙を行っ
ております。
　リスク管理については、リスク管理規程に基づき、四半期毎には取締役社長を中心とするリスク管理委員会を
開催し、定期的にリスクの検証を行っております。
　内部監査部門は年間の監査計画に基づき、当社および子会社の各業務プロセスの評価・分析を行い、その結果
を取締役および監査等委員会に報告しております。
　取締役は業務執行の効率性を高めるべく、社内規程の見直し等に取り組みました。また、取締役と監査等委員
会は、取締役会に加え随時ミーティング等を行っており、頻繁に情報交換を行っているほか、内部監査部門、会
計監査人とも適宜連携が図れる体制となっております。

会社の支配に関する基本方針
　当社は企業価値および株主価値を向上させ、市場から適正な評価を頂くことが最良の買収への対応方針と考えま
す。また、同意なき買収とその対応方針につきましては経営の一般的課題として検討しておりますが、具体的な対応
方針を直ちに採るには至っておりません。よって、当該事項につきまして、該当事項はありません。

剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対して利益還元を経営の重要事項のひとつと位置付け、当社の事業拡大に向けた戦略的投資
や財務体質強化のために必要な内部留保を勘案し、連結配当性向30％を基準として、株主への利益還元に取り組む
ことを基本方針としております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

　また、自己株式の取得につきましては、株主還元及び資本効率の向上等を目的に機動的かつ弾力的に実施する方針
であります。
　このような方針のもと、2026年３月期については、当社普通株式１株につき31円00銭（連結配当性向27.9％）
とさせていただきます。あわせて、当社上場20周年記念配当を２円50銭といたします。これにより、１株につき普
通配当31円00銭に記念配当２円50銭を合わせ、33円50銭（連結配当性向30.1％）の配当といたします。
　また、2027年３月期につきましては、１株につき22円00銭の配当を予定しております。
　なお、2026年３月27日にお知らせしましたとおり、2026年３月27日開催の取締役会決議に基づき、2026年３
月28日から2027年３月27日までに、株式の総数2,500,000株または株式の取得価額の総額3,000百万円を上限と
した自己株式の取得を予定しております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2026年３月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
電子記録債権
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
その他
無形固定資産
ソフトウエア
ソフトウエア仮勘定
その他
投資その他の資産
投資有価証券
敷金及び保証金
長期前払費用
繰延税金資産
破産更生債権等
その他
貸倒引当金　

9,755,320
7,789,397
1,118,909

5,621
43,687
4,558
8,275
14,375
771,206
△711

6,896,571
849,627
499,579
350,047
1,051,146
889,681
161,349

115
4,995,797
3,824,071
252,795
448,127
12,530
21,835
458,271
△21,835 　

負債の部

流動負債 2,279,957

買掛金 46,234

未払金 179,066

未払法人税等 516,677

前受金 987,987

1年内返済予定の長期借入金 380,000

賞与引当金 40,515

その他 129,475

固定負債 355,556

長期借入金 195,000

資産除去債務 160,556

負債合計 2,635,514

純資産の部

株主資本 13,508,407

資本金 6,930,315

資本剰余金 5,836,722

利益剰余金 3,335,854

自己株式 △2,594,485

その他の包括利益累計額 507,971

その他有価証券評価差額金 537,086

為替換算調整勘定 △29,115

純資産合計 14,016,378

資産合計 16,651,892 負債純資産合計 16,651,892

連結計算書類

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結損益計算書

連結損益計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） (単位：千円)

科目 金額
売上高 7,063,091
売上原価 1,862,898
売上総利益 5,200,193
販売費及び一般管理費 3,759,896
営業利益 1,440,296
営業外収益
受取利息 20,878
受取配当金 77,593
為替差益 26,769
投資事業組合運用益 3,677
雑収入 6,041 134,960
営業外費用
支払利息 11,837
支払手数料 1,570
雑損失 3,278 16,687
経常利益 1,558,570
特別利益
固定資産売却益 8
投資有価証券売却益 997,160 997,168
特別損失
固定資産除却損 893
減損損失 70,683 71,576
税金等調整前当期純利益 2,484,162
法人税、住民税及び事業税 679,952
法人税等調整額 65,109 745,061
当期純利益 1,739,100
親会社株主に帰属する当期純利益 1,739,100
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 6,930,315 5,817,855 2,025,764 △2,651,458 12,122,477

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △429,010 △429,010

譲渡制限付株式報酬 18,867 56,972 75,840

親会社株主に帰属する当期純利益 1,739,100 1,739,100

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額 (純額 )

当連結会計年度変動額合計 － 18,867 1,310,089 56,972 1,385,929

当連結会計年度末残高 6,930,315 5,836,722 3,335,854 △2,594,485 13,508,407

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 192,698 △7,557 185,141 12,307,618

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △429,010

譲渡制限付株式報酬 75,840

親会社株主に帰属する当期純利益 1,739,100

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額 (純額 ) 344,388 △21,558 322,829 322,829

当連結会計年度変動額合計 344,388 △21,558 322,829 1,708,759

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 537,086 △29,115 507,971 14,016,378

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

連結注記表
１. 継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

　連結子会社の数 3社
　連結子会社の名称 AMIVOICE THAI CO., LTD.

株式会社速記センターつくば
株式会社アミサポ

(2) 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況
　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法
1）有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）によっております。
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
　なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる
もの）については、組合規約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、
持分相当額を「営業外損益」へ純額で取り込む方法によっております。

2）棚卸資産の評価基準および評価方法
イ.商品、製品および原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。
ロ.仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）によっております。
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連結注記表

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
1）有形固定資産

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備については、定額法を採用しておりま
す。なお、主な耐用年数は建物が８～18年、その他（工具、
器具及び備品）が２～15年であります。

2）無形固定資産
ソフトウエア 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間に基づく定額法によっております。
収益獲得目的のもの　３年
費用削減目的のもの　５年

市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売収益に基
づく償却額と残存有効期間３年に基づく均等配分額のいずれ
か大きい額としております。

③ 重要な引当金の計上基準
1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率を勘案して必要額を、貸倒懸念債権及び破産更生
債権については個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額
を計上しております。

2）賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込み額のうち当
連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループの主要な事業内容は、①サービス事業：企業及び企業内のユーザーや一般消費者へAI音声認識
アミボイスをサービス利用の形で提供する事業、②プロダクト事業：AI音声認識アミボイスを組み込んだアプ
リケーション商品をライセンス販売する事業、③ソリューション事業：AI音声認識アミボイスを組み込んだ音
声認識ソリューションの企画・設計・開発を行う事業の３つであります。
　なお、音声事業の単一セグメントは、既存コアビジネスをBSR1（第一の成長エンジン）、新規ビジネスの
創生、M&A、海外事業をBSR2（第二の成長エンジン）と定義し、8つのプロフィットユニットで構成されて
おります。
　第一の成長エンジン（既存コアビジネス）は、当社のCTI事業部、VoXT事業部、医療事業部、SDX事業部
の４つのプロフィットユニットで構成をしております。
　第二の成長エンジン（新規ビジネスの創生、M&A、海外事業）は、当社の海外事業部、BDC本部（含む株
式会社アミサポ）及び連結子会社のAMIVOICE THAI CO., LTD.（タイ王国）、株式会社速記センターつくば
の4つのプロフィットユニットで構成をしております。
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連結注記表

受取手形 －千円
売掛金 1,118,909千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 740,459千円

　主要事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。
1）サービス事業 音声認識サービスの提供については、契約内容に従い、利用

に応じて、又は一定期間にわたり均等に履行義務が充足され
ると判断し、収益を認識しております。

2）プロダクト事業 アプリケーション商品のライセンス販売については、顧客へ
の引渡し時点で、履行義務が充足されていると判断している
ことから、引渡し時点で収益を認識しております。

3）ソリューション事業 音声認識ソリューションの企画、設計、開発については、顧
客へ納入後、検収時点で、履行義務が充足されていると判断
していることから、検収時点で収益を認識しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しております。なお在外
子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めて計上しております。

３. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額10,222千円が含まれております。

４. 連結損益計算書に関する注記
顧客との契約から生じる収益
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と
の契約から生じる収益の金額は、「８．収益認識に関する注記（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情
報」に記載しております。
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普通株式 18,392,724株

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年5月9日
取締役会 普通株式 429百万円 27円50銭 2025年3月31日 2025年6月9日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年5月13日
取締役会 普通株式 利益剰余金 524百万円 33円50銭 2026年3月31日 2026年6月8日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

(2) 配当に関する事項
①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、事業計画および研究開発計画に照らして、必要な資金を株式の発行及び借入により調達して
おります。一時的な余資については資産運用規程に従い、安全性を最優先に金融商品を選定し運用しておりま
す。
　営業債権にかかる信用リスクは、与信管理規程に従い、経営推進本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や
軽減を図っております。投資有価証券は主に株式および投資事業有限責任組合の組合持分であり、市場価格の変
動リスクに晒されていますが、経理規程に従い職務権限に基づいた管理者の下、信用リスクを把握したうえで管
理・運用しております。また定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し保有状況を継続的に見
直しております。
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連結貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額

(1) 投資有価証券
その他有価証券 3,793,501千円 3,793,501千円 －

(2) 敷金及び保証金 252,795千円 200,611千円 △52,184千円
(3) 長期借入金
　(１年内返済予定の長期

借入金を含む)
(575,000千円) (575,000千円) －

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券

その他有価証券

非上場株式 0千円

投資事業組合出資 30,570千円

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま
す。
　なお、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「電子記録債権」「買掛金」「未払金」については、現金である
こと及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※）負債に計上しているものについては、（　）で表示しております。

（注）市場価格のない株式等

これについては、(2）の表の投資有価証券には、含めておりません。
投資事業組合出資は、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第24-16項に
基づき、時価開示の対象としておりません。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 3,793,501千円 - - 3,793,501千円

資産計 3,793,501千円 - - 3,793,501千円

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
(1）敷金及び保証金 - 200,611千円 - 200,611千円

資産計 - 200,611千円 - 200,611千円
(2）長期借入金
（１年内返済予定長期
借入金を含む）

- 575,000千円 - 575,000千円

負債計 - 575,000千円 - 575,000千円

(3) 金融商品の時価レベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下３つのレベルに分
類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算出した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算出した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算出した時価

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、将来キャッシュフローを期末から返還までの見積り期間に基づき国債の利
回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベ
ル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
　長期借入金の時価は、金利が一定期間ごとに更改される変動金利条件となっているため、時価が帳簿
価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。
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期首残高 93,304千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 65,687千円
時の経過による調整額 1,564千円
期末残高 160,556千円

売上高

BSR1（第一の成長エンジン）

CTI事業部 3,294,802千円

VoXT事業部 1,408,694千円

医療事業部 860,608千円

SDX事業部 623,854千円

BSR2（第二の成長エンジン）

海外事業部 214,812千円

BDC本部 501,155千円

AMIVOICE THAI CO., LTD. 55,989千円

株式会社速記センターつくば 103,173千円

顧客との契約から生じる収益 7,063,091千円

その他の収益 －千円

外部顧客への売上 7,063,091千円

７. 資産除去債務に関する注記
　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ. 当該資産除去債務の概要
　本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ. 当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の利回りを使用して
資産除去債務の金額を計算しております。

ハ. 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
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契約負債 当連結会計年度
期首残高 1,043,807千円
期末残高 987,987千円

(1) １株当たり純資産額 895円02銭
(2) １株当たり当期純利益 111円18銭

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「２.連結計算書類の作成のため
の基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のと
おりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約負債は主に、製品の引渡し前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債の前受金
に含まれております。
　当連結会計年度に認識した収益額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は801,085千円でありま
す。

　当社および連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、ラ
イセンス契約のうち売上高又は使用量に基づくロイヤリティについては注記の対象に含めておりません。未充
足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末において2,443,435千円であります。当該履行義
務については、そのほとんどが期末日後履行義務の充足につれて１年内から３年の間に収益として認識される
と見込んでおります。

９. １株当たり情報に関する注記
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10. 重要な後発事象に関する注記
（取得による企業結合）
　当社は、2026年４月６日開催の取締役会において、株式会社featの全株式を取得し連結子会社とすることを
決議いたしました。
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社feat
事業の内容　　　　ソフトウェアテスト/第三者検証、ソフトウェア設計/開発、ハードウェア設計/開発、
　　　　　　　　　技術サポート

（2）企業結合を行った主な理由
　当社の「AI音声認識×音声AI」の圧倒的な強みと、対象会社の開発力・人の力とを融合させることで、
日本語×音声認識×業界特化の強みを生かした「音声AIイネイブラー」としての複合ソリューションや新
規サービスを創出し、市場の拡大とシェアの獲得、及び当社グループのストック構造の強化に繋がるもの
と判断したためであります。

（3）株式譲渡実行日
2026年４月14日

（4）企業結合の法的形式
株式の取得

（5）結合後企業の名称
変更ありません。

（6）取得した議決権比率
100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
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貸借対照表（2026年３月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
売掛金
電子記録債権
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
その他
無形固定資産
ソフトウエア
ソフトウエア仮勘定
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
敷金及び保証金
長期前払費用
繰延税金資産
破産更生債権等
その他
貸倒引当金　

9,651,483
7,705,678
1,105,744

5,621
43,687
105
8,275

764,182
27,189
35,054
△44,056
7,114,986
847,860
499,579
348,280
1,051,778
890,428
161,349
5,215,347
3,824,071
105,000
185,564
250,886
448,114
129,004
21,835
458,271
△207,400 　

負債の部
流動負債 2,226,471
買掛金 46,672
未払金 161,199
未払費用 35,775
未払法人税等 514,950
前受金 969,486
預り金 14,492
１年内返済予定の長期借入金 380,000
賞与引当金 40,515
その他 63,377

固定負債 371,272
長期借入金 195,000
資産除去債務 160,556
関係会社事業損失引当金 15,715

負債合計 2,597,744
純資産の部
株主資本 13,631,639
資本金 6,930,315
資本剰余金 5,154,316
その他資本剰余金 5,154,316
利益剰余金 4,141,492
利益準備金 97,929
その他利益剰余金 4,043,562
繰越利益剰余金 4,043,562

自己株式 △2,594,485
評価・換算差額等 537,086
その他有価証券評価差額金 537,086
純資産合計 14,168,726

資産合計 16,766,470 負債純資産合計 16,766,470

計算書類

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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損益計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） (単位：千円)

科目 金額
売上高 6,935,897
売上原価 1,825,474
売上総利益 5,110,422
販売費及び一般管理費 3,626,373
営業利益 1,484,049
営業外収益
受取利息 17,427
有価証券利息 3,313
受取配当金 77,593
為替差益 4,443
投資事業組合運用益 3,677
雑収入 9,479 115,933
営業外費用
支払利息 11,837
支払手数料 1,570
関係会社事業損失引当金繰入額 15,715
雑損失 3,278 32,402
経常利益 1,567,580
特別利益
投資有価証券売却益 997,160 997,160
特別損失
固定資産除却損 893
減損損失 70,683 71,576
税引前当期純利益 2,493,164
法人税、住民税及び事業税 676,123
法人税等調整額 △51,364 624,758
当期純利益 1,868,405
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰  余  金

当期首残高 6,930,315 5,135,449 5,135,449 55,028 2,647,069 2,702,097 △2,651,458 12,116,404
当期変動額

剰余金の配当 △429,010 △429,010 △429,010

利益準備金の積立 42,901 △42,901 － －

譲渡制限付株式報酬 18,867 18,867 56,972 75,840

当期純利益 1,868,405 1,868,405 1,868,405
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － 18,867 18,867 42,901 1,396,493 1,439,395 56,972 1,515,235
当期末残高 6,930,315 5,154,316 5,154,316 97,929 4,043,562 4,141,492 △2,594,485 13,631,639

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当期首残高 192,698 192,698 12,309,103
当期変動額

剰余金の配当 △429,010

利益準備金の積立 －

譲渡制限付株式報酬 75,840

当期純利益 1,868,405
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 344,388 344,388 344,388

当期変動額合計 344,388 344,388 1,859,623
当期末残高 537,086 537,086 14,168,726

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表
１. 継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準および評価方法
1） 有価証券の評価基準および評価方法
①　子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。
②　その他有価証券
イ.市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）によっております。
ロ.市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
　なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）
については、組合規約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を
「営業外損益」へ純額で取り込む方法によっております。

2） 棚卸資産の評価基準および評価方法
①　商品及び原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。
②　仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）によっております。
(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は建物が８～18年、その他（工具、器具
及び備品）が２～15年であります。

②　無形固定資産
ソフトウエア 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間に基づく定額法によっております。
収益獲得目的のもの　３年
費用削減目的のもの　５年

市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売収益に基づ
く償却額と残存有効期間３年に基づく均等配分額のいずれか大
きい額としております。
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個別注記表

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率を勘案して必要額を、貸倒懸念債権及び破産更生債権
については個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上
しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込み額のうち当事
業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

③　関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態
等を勘案して、損失負担見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社の主要な事業内容は、①サービス事業：企業及び企業内のユーザーや一般消費者へAI音声認識アミボイ
スをサービス利用の形で提供する事業、②プロダクト事業：AI音声認識アミボイスを組み込んだアプリケーシ
ョン商品をライセンス販売する事業、③ソリューション事業：AI音声認識アミボイスを組み込んだ音声認識ソ
リューションの企画・設計・開発を行う事業の３つであります。
　なお、音声事業の単一セグメントは、既存コアビジネスをBSR1（第一の成長エンジン）、新規ビジネスの
創生、M&A、海外事業をBSR2（第二の成長エンジン）と定義し、６つのプロフィットユニットで構成されて
おります。
　第一の成長エンジン（既存コアビジネス）は、CTI事業部、VoXT事業部、医療事業部、SDX事業部の４つ
のプロフィットユニットで構成をしております。
　第二の成長エンジン（新規ビジネスの創生、M&A、海外事業）は、海外事業部、BDC本部の２つのプロフ
ィットユニットで構成をしております。
　主要事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

1）サービス事業 音声認識サービスの提供については、契約内容に従い、利用に
応じて、又は一定期間にわたり均等に履行義務が充足されると
判断し、収益を認識しております。

2）プロダクト事業 アプリケーション商品のライセンス販売については、顧客への
引渡し時点で、履行義務が充足されていると判断していること
から、引渡し時点で収益を認識しております。

3）ソリューション事業 音声認識ソリューションの企画、設計、開発については、顧客
へ納入後、検収時点で、履行義務が充足されていると判断して
いることから、検収時点で収益を認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しております。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 688,007千円

①　短期金銭債権 46,782千円
②　長期金銭債権 185,564千円
③　短期金銭債務 9,442千円

①　売上高 31,969千円
売上原価 29,204千円
販売費及び一般管理費 6,385千円

②　営業取引以外の取引高 6,000千円

繰延税金資産
減価償却超過額及び減損損失 28,665千円
関係会社株式 39,368
投資有価証券 75,326
賞与引当金 12,770
資産除去債務 50,607
未払事業税 39,936
譲渡制限付株式報酬 53,941
その他 113,124

繰延税金資産　小計 413,740
評価性引当額 －

繰延税金資産　合計 413,740千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △37,526
その他有価証券評価差額金 △247,210

繰延税金負債　合計 △284,736
繰延税金資産の純額 129,004千円

３. 貸借対照表に関する注記

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額569千円が含まれております。
(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類および数

普通株式  2,732,333株

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
（被所有）割合
（ ％ ）

関連当事者との
関 係

取 引
内 容

取引金額
( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

子会社 AMIVOICE 
THAI CO., LTD

所有
直接
100％

タイにおける当
社音声認識ソリ
ューションの開
発及び提供
役員の兼任

資金の貸付
（注） ‐ 長 期

貸 付 金 185,564

(1) １株当たり純資産額 904円75銭
(2) １株当たり当期純利益 119円45銭

７. 関連当事者との取引に関する注記
　関連会社等

 (注) 長期貸付金に対する貸倒引当金　185,564千円計上しております。

８. 収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「２.重要な会計方針に係る事項
に関する注記（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
　連結計算書類の「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

監査法人アヴァンティア
東京事務所
指 定 社 員 公認会計士 木 村 直 人業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 梶 原 大 輔業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

株式会社アドバンスト・メディア
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アドバンスト・メディアの2025年４月１日から2026年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アドバ
ンスト・メディア及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

強調事項
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記（取得による企業結合）」に記載されているとおり、会社は、2026年４月６日開催の
取締役会において株式会社featの全株式を取得することについて決議し、2026年４月14日に株式を取得し、同社を子会社化してい
る。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するた
めに、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

株式会社アドバンスト・メディア
取締役会　御中

監査法人アヴァンティア
東京事務所
指 定 社 員 公認会計士 木 村 直 人業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 梶 原 大 輔業 務 執 行 社 員　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アドバンスト・メディアの2025年４月１日から2026年
３月31日までの第29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　個別注記表「重要な後発事象に関する注記（取得による企業結合）」に記載されているとおり、会社は、2026年４月６日開催の
取締役会において株式会社featの全株式を取得することについて決議し、2026年４月14日に株式を取得し、同社を子会社化してい
る。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し

て意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類

等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求

められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第29期事業年度における取締役の職務の執行を監査いたしまし
た。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門その他内部

統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事務所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法定及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当と認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月25日

株式会社アドバンスト・メディア　監査等委員会

監 査 等 委 員 岸 田 至 康  ㊞
監 査 等 委 員 松 室 哲 生  ㊞
監 査 等 委 員 佐 藤 香 代  ㊞
監 査 等 委 員 張 﨑 悦 子  ㊞

　

（注）　監査等委員岸田至康、松室哲生、佐藤香代、張﨑悦子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役
であります。

以　上
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